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研究要旨 

 2014 年度は「一般国民」と「シンガポール在留邦人」を対象に、デング熱の対策や知識につ

いての調査を行った。いずれの集団でもデング熱への関心は高いものの、予防対策については知

識が不十分な面もあった。また、ワクチンや国内での診療体制などに関して新たな情報も必要と

されていた。今後はこうした点を考慮し、効果的な情報提供を行っていく必要がある。また、

2014 年度はマニラとシンガポールにおける日本人渡航者のデング熱罹患状況調査も実施した。

それぞれの地域では定常的に日本人のデング熱患者が発生しており、地域特有の感染状況がみら

れた。こうした調査結果をもとに、2014 年度は国内医療機関向けに「デング熱診療ガイドライ

ン」を作成するとともに、ホームページ、講演会、小冊子などで国民への情報提供を行った。 
 

A. 研究目的 

 海外渡航者にとって昆虫媒介性ウイルス感

染症は重要な健康問題の一つである。とりわ

けデング熱は輸入症例が多く、2014 年には輸

入症例を起点とする国内感染例が多発した。

さらに、日本脳炎、黄熱、チクングニア熱な

ども海外渡航者にリスクのある昆虫媒介性ウ

イルス感染症にあげられる。こうした感染症

については国民に情報が広く浸透しておらず、

海外渡航時に効果的な予防対策がとられてい

ないのが現状である。また、2014 年のデング

熱の国内感染例発生時には、医療従事者も情

報不足のため診療に混乱をきたすことが多く

みられた。そこで本研究では国民に必要とさ
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れる昆虫媒介性ウイルス感染症の情報内容を

調査し、その提供を効果的に行うことを目的

とする。 
B. 研究方法 

１．デング熱予防に必要な情報内容の調査 
 「一般国民」と「流行地域の在留邦人」を

対象にデング熱に関する対策と知識の状況を

調査した。 
「一般国民」の調査はインターネットネッ

ト調査会社のコンピュータ・プランニング・

リサーチ社に委託し、同社のモニター1500 人

（デング熱を知っている者）を対象に行った。

調査日は 2014 年 12 月中旬である。質問内容

としては「デング熱の認識度」「デング熱の対

策状況」「デング熱の知識レベル」などである。 
「流行地域の在留邦人」の調査はシンガポ

ールの在留邦人を対象に行った。シンガポー

ル日本人会診療所で2014年12月中旬～2015
年 1 月中旬に受診した日本人にアンケートの

記載をお願いし、記載に同意した 259 人が解

析対象となった。質問内容は「一般国民」の

調査とほぼ同じ内容にした。また、シンガポ

ールでは 2015 年 1 月 19 日に日本人会で感染

症に関する講演会を開催したが、この講演会

の参加者 92 人にデング熱予防に関するアン

ケート調査の協力をお願いし、90 人から回答

が得られた。この結果は現在解析中である。 
２．日本人渡航者のデング熱罹患状況の調査 
 マニラおよびシンガポールにおける日本人

渡航者のデング熱罹患状況について調査を行

った。マニラでは日本人会診療所を受診する

日本人のデング熱罹患状況を調査した。年齢、

性別、渡航目的など罹患者の特性とともに、

季節性についての解析も実施した。シンガポ

ールでは同国保健省の協力を得て、2013 年の

日本人デング熱患者の情報を解析した。また、

日系診療所（日本人会診療所、G クリニック、

R クリニック、）を受診する日本人のデング熱

罹患状況についても調査を行った。 
３．デング熱診療ガイドラインの作成 
 国内の医療機関でデング熱を疑う患者の診

療を行う際のガイドラインを作成した。この

ガイドラインの案文は 2014 年 7 月に本研究

班内で作成したが、同年 8 月の国内感染例の

発生に伴い、国立感染症研究所・感染症疫学

センターと協力して専門家会議を開催し、最

終版を作成した。 

 
４．国民へのデング熱に関する情報提供 
 以上の調査結果をもとにデング熱の予防に

関する情報提供を行った。2014 年度は、既に

開設してあるインターネット上のホームペー

ジ「海外旅行と病気」（http://www.tra-dis.org/）

で最新情報を提供するとともに、一般国民を

対象にした小冊子「デング熱予防の手引き」

を作成した。また、2015 年 1 月 19 日にシン

ガポール日本人会で現地在留邦人を対象に

「海外渡航者の健康管理～感染症対策を中心

に」を開催し、デング熱対策などの情報提供

を行った。 
（倫理面への配慮） 

 原則的には、ヘルシンキ宣言における臨床

研究の基準を遵守した。アンケート調査や問

診用紙の調査においては匿名とし、番号のみ

で登録した。 

 
C. 研究結果 

１．デング熱予防に必要な情報内容の調査 
・一般国民を対象とした調査 
本調査はインターネットネット調査会社の

コンピュータ・プランニング・リサーチ社に

委託し、2014 年 12 月に同社のモニター1500



50 
 

人を対象に行った。 
（調査対象の特性） 
調査対象の半数は 5 年以内に海外渡航経験

のある者（このうち東南アジア渡航経験あり

を 50％とした）で、残りの半数は海外渡航経

験が無い者とした。なお、性別は男女同数で、

年代は 20 歳代～60 歳代まで均等に分布し、

居住地も国内で均等に分布していた。 
（感染症情報の入手） 
 「感染症関係の情報をどこから入手してい

るか？」の質問には「テレビ」（63.4％）が最

も多く、「インターネットのニュースサイト」

（41.4％）、「新聞」（36.4％）、「公的機関のＨ

Ｐ」（16.9％）、「民間のＨＰ」（6.8％）の順で

あった。「テレビ」「新聞」の回答は 60 歳代で

多く、20 歳代で少なかった。 
（デング熱の認識度） 
「デング熱を知っているか？」という質問

には、対象者全員が「知っている」と回答し、

このうち 24.3％が「詳しく知っている」と回

答した。「デング熱を心配しているか？」とい

う質問には、44.1％が「心配している」と回

答した（表 1）。この割合は、東南アジアに渡

航経験がある集団で有意に高かった。 
（デング熱の対策状況） 
 「普段から蚊の対策をしているか？」とい

う質問には、24.0％が「とくに対策をしてい

ない」と回答した（表 1）。この割合は 20 歳

代で高く、60 歳代で低かった。対策の種類と

しては「蚊取り線香や殺虫剤の使用」（50.5％）

が最も多く、「窓に網戸を張る」（49.4％）、「昆

虫忌避剤の使用」（42.8％）、「皮膚を露出しな

い」（30.5％）の順で、「蚊を増やさない対策」

（24.7％）は少なかった。各対策の実施率は

東南アジアに渡航経験がある集団で有意に高

かった。 

「ワクチンが開発されたら受けるか？」の

質問には、42.1％が受けたいと回答した（表

1）。この割合も東南アジアに渡航経験がある

集団で有意に高かった。受けないと回答した

者の理由は「値段が高そう」が最も多くあげ

られた。 
「デング熱を疑う症状でたら、どの医療機

関を受診するか？」の質問には、「地域の基幹

病院」（35.7％）、「かかりつけの診療所」

（27.8％）、「感染症科のある病院」（20.7％）

の順で回答が多かった。 

 
（デング熱の知識レベル） 
 デング熱の知識に関する６つの質問をした

ところ、「媒介する蚊は昼間に吸血する」（正

解：はい）の正解率が 48.1％と大変低かった

（表２）。また、「致死率の高い病気である」

（正解：いいえ）の正解率も 67.9％とやや低

い結果だった。 
・シンガポール在留邦人を対象にした調査 
 本調査はシンガポール日本人会診療所を

2014年 12月中旬～2015年 1月中旬に受診し

た日本人を対象に行い、259 人が解析対象に

なった。 
（調査対象の特性） 
調査対象の年齢は 10 歳代～60 歳代に分布

し、40～50 歳代が 156 人と最も多かった。シ

ンガポール滞在期間は 1 年以上が 81.8％で、

ほとんどが長期滞在者だった。滞在目的は日

本の民間企業からの派遣が 69.1％を占めてい

た。 
（感染症情報の入手） 
 「感染症関係の情報をどこから入手してい

るか？」の質問には「インターネットのニュ

ースサイト」（55.6％）が最も多く、「テレビ」

（29.7％）、「日本人会情報」（27.0％）、「日本
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大使館情報」（23.2％）、「新聞」（20.5％）の

順であった。 
（デング熱の認識度） 
「デング熱を心配しているか？」という質

問には、78.0％が「心配している」と回答し

た（表 1）。また、「周囲でデング熱にかかっ

た人はいるか？」との質問には、28.2％が「い

る」と回答した。「かかった人が誰か？」を質

問したところ、「周囲の在留邦人」が最も多か

った。 
（デング熱の対策状況） 
 「デング熱の対策を行っているか？」との

質問には、50.2％が「行っている」と回答し

た。「行っていない」（49.0％）と回答した者

に、その理由を質問したところ、「予防方法が

わからない」が半数近くを占めた。 
「普段から蚊の対策をとっているか？」と

いう質問には、13.1％が「とくに対策をとっ

ていない」と回答した（表 1）。対策の種類と

しては「昆虫忌避剤の使用」（56.0％）が最も

多く、これに「蚊を増やさない対策」（48.6％）

が続いた。「蚊取り線香や殺虫剤の使用」

（23.6％）、「皮膚を露出しない」（14.7％）、「窓

に網戸を張る」（4.6％）は少なかった。 
「ワクチンが開発されたら受けるか？」の

質問には、67.6％が受けたいと回答した（表

1）。受けないと回答した者の理由は「副作用

が心配」が多くあげられた。 
（デング熱の知識レベル） 
 デング熱の知識に関する６つの質問をした

ところ、「媒介する蚊は昼間に吸血する」（正

解：はい）の正解率が 38.6％と大変低かった

（表２）。また、「致死率の高い病気である」

（正解：いいえ）の正解率も 61.4％とやや低

い結果だった。 
２．日本人渡航者のデング熱罹患状況の調査 

・マニラでの調査 
2012 年からフィリピンのマニラ日本人会

診療所を受診する在留邦人のデング熱罹患状

況について調査を行っている。デング熱の診

断は抗原検出キット（NS1 抗原）か抗体検出

キット（IgM 抗体、IgA 抗体）で陽性になっ

た者とした。その結果、2014 年は年間患者数

が 31 人で、2012 年（55 人）、2013 年（54
人）に比べて大幅に減少した。（表３）。この

うち約 30％の患者が入院しているが、全例が

重症化することなく回復していた。患者の発

生は例年、雨期となる 6 月～8 月に多くみら

れていたが、2014 年は 9 月～11 月に多い傾

向だった（図１）。 
・シンガポールでの調査 
シンガポール保健省の協力を得て、同国で

の日本人デング熱患者の報告状況を解析した。

2013 年は 9 人、2014 年は 14 人で計 23 人の

日本人患者が報告された。性別は男性 15 人、

女性 8 人で、年齢は 30 歳代（8 人）、10 歳未

満（5 人）が多かった。旅行者は 4 人で、大

多数が居住者だった。 
シンガポールでは日系診療所を受診する日

本人のデング熱罹患状況についても調査を行

った。デング熱の診断は抗原検出キット（NS1
抗原）か抗体検出キット（IgM 抗体）で陽性

になった者とした。Ｇクリニックでは、2014
年に年間で 33 人の日本人デング熱患者が受

診しており、2 月と 9 月に患者数が多くみら

れた。このうち 16 人はシンガポール以外の国

での感染を疑うケースだった。ほとんどの患

者は軽症で外来診療のみで軽快した。日本人

会診療所では 2013 年のデング熱患者数が 14
人、Ｒクリニックでは年間 10～20 人だった。 
３．デング熱診療ガイドラインの作成 
 国内の医療機関でデング熱を疑う患者の診
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療を行う際のガイドラインを作成し、2014 年

9 月に発表した。このガイドラインにはデン

グ熱の症状、診断方法、治療方法などが記載

されている。なお、一般の医療機関で疑わし

いケースがあった場合は、必要に応じて専門

の医療機関に紹介して診断治療を受けること

を原則とした。ガイドラインは厚生労働省の

下記 HP に掲載されている。 

http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhapp
you-10906000-Kenkoukyoku-Kekkakukans
enshouka/0000057969.pdf 
 
４．国民へのデング熱に関する情報提供 
 本研究班で既に作成してあるホームページ

「海外旅行と病気」http://www.tra-dis.org を

用いて、最新のデング熱情報を国民に広く提

供した。本ホームページへのアクセス件数は

2014 年 8 月以降急増し、9 月は 4 万件、10
月と 11 月も 1 万件以上になった。 

2015 年 1 月 19 日にシンガポールで開催し

た講演会には 92 人の在留邦人が参加した。参

加者の内訳は、日本企業からの駐在員が 74
人で帯同家族が 21 人だった。濱田が「グロー

バル感染症の脅威」、吉川（京都大学）が「シ

ンガポール政府の感染症対策」の講演を行っ

た。参加者からは昆虫忌避剤の効果、フォギ

ングの弊害、デング出血熱のメカニズムなど

の質問があった。 
なお、今回の調査結果をもとに、一般国民

を対象とした小冊子「デング熱予防の手引き」

を作成した。 

 
D. 考察 

１．デング熱予防に必要な情報内容の調査 
 「一般国民」を対象にした調査によれば、

対象者全員がデング熱について知っていると

回答した。これは、2014 年の国内感染例発生

により、マスコミなどでデング熱の話題が数

多く取り上げられた影響によるものと考える。

また、デング熱を心配している者も半数近く

にのぼり、関心の高さがうかがえた。 
デング熱対策としては、蚊の対策を実践し

ている者が多かった。しかし、「蚊取り線香や

殺虫剤の使用」、「窓に網戸を張る」など夜間

の蚊対策が多く、デング熱予防に必要な「昆

虫忌避剤の使用」や「皮膚を露出しない」は

比較的少なかった。また、根本的な対策であ

る「蚊を増やさない対策」を実践している者

も少なかった。今後は、こうした効果的な蚊

対策を啓発する必要があると考える。デング

熱ワクチンへの期待は高く、半数近くの者が、

ワクチンが開発されたら接種したいと回答し

た。海外ではワクチンが近日中に承認される

動きがあり、今後はこの点に関する情報提供

も必要になってくるだろう。発病時の対応に

ついては、「地域の基幹病院」や「かかりつけ

の診療所」を受診すると回答した者が多く、

こうした医療機関でデング熱診療が行える体

制を構築する必要がある。 
デング熱の知識レベルについては、媒介蚊

が昼間吸血することを知らない者が多かった。

この点については、東南アジアの在留邦人を

対象とした過去の調査でも指摘されている。 
なお、今回の「一般国民」を対象とした調

査では、「東南アジアに渡航経験がある集団」

を別個に集計したが、「渡航経験がない集団」

に比べて、デング熱への関心が高く、蚊の対

策についても「昆虫忌避剤の使用」や「蚊を

増やさない対策」が比較的高率に実践されて

いた。こうした集団の協力を得ることで、国

民への情報提供を効果的に行っていくことも

検討したい。 
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「シンガポール在留邦人」の調査では、デ

ング熱を心配する者が 8 割近くにのぼり、関

心の高さがうかがえた。しかしながら、デン

グ熱対策を行っている者は半数に留まり、対

策を行っていない者の理由としては、「予防方

法がわからない」が最も多かった。蚊の対策

については、多くの者が適切に実践しており、

「昆虫忌避剤の使用」や「蚊を増やさない対

策」も高率に行われていた。その一方で、知

識レベルの調査では、「一般国民の調査」と同

様に、媒介蚊が昼間吸血することを知らない

者が大変に多かった。この点を在留邦人に周

知させる必要があると考える。 
なお、「在留邦人」の調査では感染症情報の

入手方法についても聴取したが、日本人会や

日本大使館などを介して情報を入手する者が

多く、今後の在留邦人への情報提供にあたっ

ては考慮すべき点である。 
２．日本人渡航者のデング熱罹患状況の調査 
 2014 年度はマニラとシンガポールで調査

を行った。マニラについては 3 年目の調査に

なるが、2014 年度は過去の 2 年に比べて日本

人の患者数が大幅に減少した。これは、この

年にフィリピン国内でデング熱の流行が鎮静

化していたためと考える。ただし、マニラで

は 2011 年と 2013 年に在留邦人を対象とした

デング熱予防のための講演会を開催しており、

その影響も考えられる。来年度以降も経過観

察を続けていく必要がある。 
 今年度はシンガポールでの罹患状況につい

ても調査を行った。マニラに比べて日本人の

患者数は少ないが、近隣国滞在中に罹患する

事例が多い模様である。また、近年、シンガ

ポールでは建設工事現場付近での集団発生が

報告されており、日本人患者の感染場所につ

いても詳しい調査を進めていきたい。 

３．デング熱診療ガイドラインの作成 
 今回のガイドラインは 2014 年 9 月時点の

社会状況を基に作成されているが、その後の

変化に応じて修正加筆する必要がある。たと

えば、検査方法については抗原検査キットが

近日中に国内承認される可能性がある。また、

診療体制については、専門医療機関に紹介す

る方式を提示しているが、学会などの協力を

得て、専門医療機関リストを作成することも

検討する。さらに、国や自治体の対策ガイド

ラインが作成されており、こうしたガイドラ

インとの整合性も検討しなければならない。 
４．国民へのデング熱に関する情報提供 
 以上の調査結果をもとに、2014 年度は「ホ

ームページ」、「講演会」、「冊子」により国民

への情報提供を行った。 

 
E. 結論 

  2014 年度は「一般国民」と「シンガポー

ル在留邦人」を対象に、デング熱の対策や知

識についての調査を行った。いずれの集団で

もデング熱への関心は高いものの、予防対策

については知識が不十分な面もあった。また、

ワクチンや国内での診療体制など新たな情報

も必要とされていた。今後はこうした点を考

慮し、効果的な情報提供を行っていく必要が

ある。 
 また、今年度はマニラに加えてシンガポー

ルにおける日本人渡航者のデング熱罹患状況

調査も実施した。それぞれの地域には特有の

感染状況があり、さらに詳細な調査を行うこ

とで、各地域の状況に応じた予防対策を提示

してく予定である。 
 こうした調査結果をもとに、海外渡航者に

デング熱の予防についての適切な情報提供を

行うことで、国内へのデング熱侵入を防ぐこ
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とができるものと考える。さらに、国民や国

内の医療関係者に向けて、蚊の対策や診療体

制などの情報を提供することが、国内でのデ

ング熱の蔓延を阻止するために必要なことと

考える。 

 
G. 研究発表 

１．論文発表 

・濱田篤郎、山口佳子：デング熱の予防対策. 

バムサジャーナル 26：26-30, 2014 

・濱田篤郎：渡航医学（トラベルメデイスン）

の概要. 診断と治療 102：486-489. 2014 

２．学会発表 
・濱田篤郎：「旅人と感染症の三千年史～旅人

が運ぶ感染症への対策」 第 18回日本渡航医

学会学術集会 2014年 7月 20日 名古屋 

・濱田篤郎：「海外遠征時にみられる感染症と

その対策」 第 25回日本臨床スポーツ医学会

学術集会 2014年 11月 9日 東京 

・濱田篤郎：「海外勤務者の感染症対策」 

第 62回日本職業・災害医学会学術大会 2014

年 11月 16日 神戸 

・濱田篤郎：「アジアから学ぶ～デング熱の国

内感染症例の発生を受けて」 平成 26年度ア

ジア感染症対策プロジェクト共同調査研究会

議 2014年 11月 19日 東京 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 

 

 

表１．デング熱の対策状況の調査 

 

 一般国民の調査 シンガポール在留邦

人の調査（259 人） 全体（1500 人） 東南アジア渡航経

験あり（350 人） 

心配している病気である 44.1％ 54.3％* 78.0％ 

ワクチン接種を希望する 42.1％ 56.6%* 67.6％ 

蚊の対策 

 昆虫忌避剤の使用 

 蚊取り線香、殺虫剤の使用 

 皮膚を露出しない 

 窓に網戸を張る 

 蚊を増やさない対策 

 とくに対策をしていない 

 

42.8% 

50.5% 

30.5% 

49.4% 

24.7% 

24.0% 

 

60.3%* 

57.7%* 

40.6%* 

52.3% 

31.1%* 

14.9% 

 

56.0% 

23.9% 

14.7% 

4.6% 

48.6% 

13.1% 

・一般国民の調査：国内の住民を対象にしたインターネットによる調査 

・シンガポール在留邦人の調査：日本人会診療所を受診した日本人を対象にした調査 

＊「東南アジア渡航経験あり」の集団が 「東南アジア渡航経験なし」の集団に比べて有意に高
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い数値（p<0.05） 
表２.デング熱の知識レベルに関する質問の正解率 

 

 質問 
「はい」か「いいえ」 

正解 一般国民の調査 シンガポール 
在留邦人の調査 

原因 患者との接触で感染する？ いいえ 82.3% 92.3% 

疫学 東南アジアで流行している？ はい 78.2% 95.8% 

症状 致死率の高い病気である？ いいえ 67.9% 61.4% 

予防 媒介する蚊は昼間吸血する？ はい 48.1% 38.6% 

治療 特効薬はない？ 
どの解熱薬を服用してもよい？ 

はい 
いいえ 

70.3% 
86.3% 

81.5% 
76.8% 

 
 

表３．マニラ日本人会診療所で診断された在留邦人のデング熱患者数 

 

 2012 年 2013 年 2014 年 

患者総数 55 名 54 名 31 名 

重症度 入院数： 16 名（29.0％） 
死亡数：0 名 

入院数：18 名（33.0％） 
死亡数 0 名 

入院数：9 名（29.0％） 
死亡数 0 名 

年齢 成人：41 名（74.5％） 
小児：14 名 

成人：45 名（83.3％） 
小児：9 名 

成人：26 名（83.9％） 
小児：5 名 

性別 男性：32 名（58.2％） 
女性：23 名 

男性：37 名（68.5％） 
女性：17 名 

男性：21 名（67.7％） 
女性：10 名 

滞在形態 駐在員：26 名（47.3％） 
帯同家族：29 名 
旅行者：0 名 

駐在員：32 名（59.3％） 
帯同家族：20 名 
旅行者：2 名 

駐在員：17 名（54.8％） 
帯同家族：13 名 
旅行者：1 名（留学） 

 
 


